
支出負担行為担当官
防衛省情報本部
総務部長　大　熊　圭　介

　下記により一般競争入札を実施するので、入札及び契約心得を熟知の上、参加されたい。

：
：
：
：
：

    

　　参考資料の提出期限：平成26年3月11日（火）17時00分まで（ＦＡＸ可・入札日までに押印した見積書提出）　
　　※提出期日までに間に合わない場合は、入札日までに提出してください。

        ・調査研究契約特別条項
　　　　・資料の信頼性確保に関する特約条項

防衛省情本契第２０３号
平成２６年 ３月 ７日

公　　　　　　告

１　競争に付する事項
件 名 週刊新潮　他(別紙内訳書のとおり）
要 求 番 号 ＢＰ－２５Ｄ１－１１３０５３　他
規 格 仕様書のとおり
履行期間（履行期限） 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日
履 行 場 所 情報本部（市ヶ谷）

２　競争参加資格
 (1)　予算決算及び会計令第７０条に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約
　　締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。
 (2)　予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。
 (3)  防衛省競争参加資格（平成２５･２６･２７年度の全省庁統一資格）の有資格者で「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又は
　　Ｄの等級に格付され、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。
 (4)  防衛省情報本部総務部長から又は防衛省としての指名停止等の措置を受けている期間中の者でないこと。
 (5)　「会社更生法(平成１４年法律第１５４号)」による更生手続開始又は、「民事再生法(平成１１年法律第２２５
　　号)」による再生手続き開始を申立てられていない者、但し更生手続開始の決定又は、再生手続開始の決定を受けた
　　者で、以下の①から③の書類をすべて提出した者を除く。
　　　①更正手続開始決定書又は再生手続開始決定書(コピー可)
　　　②許可決定に伴い定款、役員等に変更等があった場合にはそれを証明する書類（コピー可）
　　　③上記②に伴う競争参加資格審査申請書変更届
 (6)  都道府県警察から暴力団関係業者として排除するよう要請があり、当該状態が継続する有資格業者でないこと。

３　契約条項を示す場所
　　防衛省情報本部総務部会計課（東京都新宿区市谷本村町５－１）

４　入札会場・日時
 (1)  入札会場：防衛省Ｅ２棟５階　５０２号室
 (2)  入札日時：平成２６年３月１８日(火)１３時３０分

５　保証金に関する事項
 (1)　入札保証金：免除（但し、落札者が契約を締結しない場合は、入札金額の５％の額を違約金として現金徴収する。）
 (2)　契約保証金：免除

６　入札の無効：本公告２項に示す参加資格が無い者の入札又は入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

７　契約書作成の要否：契約金額が１５０万円を超える時は情報本部が定める契約書を、５０万円を超える時は同請書
　を作成する。

８　その他
 (1)  入札者に要求される事項
　　　この一般競争入札に参加を希望する者は、入札時までに資格決定通知書写しを支出負担行為担当官へ提出するこ
　　と。代理人による入札は、入札時に委任状を支出負担行為担当官へ提出すること。また、入札に当たり原価計算の
　　ため官側の希望する参考資料の提出に同意すること。

 (2)  適用する契約条項等
・売買単価契約条項
・談合等の不正行為に関する特約条項
・暴力団排除に関する特約条項

 (7)  契約手続に使用する言語及び通貨：日本語及び日本国通貨に限る。
 (8)  本契約の開札は落札決定を保留した上で行うものであり、落札及び契約締結は平成２６年４月１日とするが、当該
　　契約に係る平成２６年度予算成立が４月２日以降となった場合は、予算成立日とする。また、暫定予算となった場合
　　予算措置が全額分計上されているときは全額の契約とするが、全額計上されていないときは全体の契約期間に対する
　　暫定予算の期間分のみの契約とする。

９　本公告に関する照会先
    東京都新宿区市谷本村町５－１    防衛省情報本部総務部会計課
    ＴＥＬ  ０３－３２６８－３１１１（内線）３１７５４   ＦＡＸ　０３－５２２５－９６４１

 (3)  落札者の決定方法
ア　予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の範囲内であり、入札書の最低価格の入札書
　を提出した者で、かつ、有効な入札を行ったものを落札者とする。
イ　落札決定に当たっては単価（税抜・値引率）とする。

　商品の納品は、週刊誌の発刊を基準とする。
 (4)　納品

 (5)  郵便入札等：初回入札のみ認める。ただし、入札時間までに入札場所へ到着した札に限る。
 (6)  仕様書等：仕様書については、９に示す照会先に問い合わせのこと。　



別紙

1 週刊新潮 新潮社 週刊 冊 416

2 週刊文春 文芸春秋 週刊 冊 416

3 AERA 朝日新聞社 週刊 冊 156

4 NewsWeek日本語版
阪急コミュニケーション
ズ

週刊 冊 364

5 週刊現代 講談社 週刊 冊 104

6 週刊ポスト 小学館 週刊 冊 104

7 SAPIO 小学館 月１回 冊 108

8 文芸春秋 文芸春秋 月刊 冊 72

9 新潮45 新潮社 月刊 冊 12

10 正論 産経新聞社 月刊 冊 36

11 人事院月報 人事院管理局 月刊 冊 12

12 プレジデント プレジデント社 月２回 冊 48

13 軍事研究 ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾐﾘﾀﾘｰ・ﾚﾋﾞｭｰ 月刊 冊 156

14 世界の艦船 海人社 月刊 冊 156

15 日経サイエンス 日本経済新聞社 月刊 冊 24

16 財界 財界研究所 隔週刊 冊 26

17 時刻表 日本交通公社 月刊 冊 48

18 国会便覧 日本政経新聞社 年2回 冊 6

19 政官要覧 政官要覧社 年2回 冊 8

20 選択 選択出版 月刊 冊 84

内　　　訳　　　書

規　　　格番号 品　　　名 単位 予定数量



別紙

内　　　訳　　　書

規　　　格番号 品　　　名 単位 予定数量

21 外交 時事通信出版局 年６回 冊 6

22 週刊ダイヤモンド ダイヤモンド社 週刊 冊 104

23 治安フォーラム 立花書房 月刊 冊 36

24 NEWTON ニュートンプレス 月刊 冊 36

25 日経パソコン 日経ＢＰ社 隔週刊 冊 52

26 日経コンピュータ 日経ＢＰ社 隔週刊 冊 52

27 ラジオライフ 三才ブックス 月刊 冊 36

28 月刊JADI 日本防衛装備工業会 月刊 冊 24

29 日経Ｌｉｎｕｘ 日経ＢＰ社 月刊 冊 48

30 オペレーションズ・リサーチ
日本オペレージョンズ・
リサーチ学会

月刊 冊 12

31 電子情報通信学会会誌 (社)電子情報通信学会 月刊 冊 12

32 Ｍａｃ　Ｆａｎ
㈱毎日コミュニケーショ
ンズ

月刊 冊 12

33 建築知識 エクスナリッジ 月刊 冊 12

34 中央公論 中央公論社 月刊 冊 24

35 世界 岩波書店 月刊 冊 12

36 アフリカ アフリカ協会 年４回 冊 4

37 アラブ 日本アラブ協会 季刊 冊 4

38 PANZER アルゴノート社 月刊 冊 36

39 丸 潮書房 月刊 冊 36

40 週刊ASCII アスキー 週刊 冊 208



別紙

内　　　訳　　　書

規　　　格番号 品　　　名 単位 予定数量

41 防衛技術ジャーナル 防衛技術協会 月刊 冊 12

42 航空ファン 文林堂 月刊 冊 72

43 J WING イカロス出版 月刊 冊 48

44 J SHIPS イカロス出版 年４回 冊 16

45 海外事情
拓殖大学海外事情研
究所

年１１回 冊 22

46 中東研究 (財)中東調査会 年３回 冊 9

47 ロシア通信 (株)ＪＳＮ 月刊 冊 12

48 ラテンアメリカレポート ジェトロ 年２回 冊 2

49 Foreign Affairs Report(日本語版) フォーリン・アフェアーズ・ジャパン 月刊 冊 36

50 週刊東洋経済 東洋経済新報社 週刊 冊 52

51 航空情報 酣燈社 月刊 冊 48

52 GISネクスト クリエイト・クルーズ 年４回 冊 8

53 東亜 財団法人　霞山会 月刊 冊 36

54 Ｖｏｉｃｅ ＰＨＰ研究所 月刊 冊 12

55 電波受験界 電気通信振興会 月刊 冊 12

56 測量 日本測量協会 月刊 冊 12

57 クーリエ・ジャポン 講談社 月刊 冊 12

58 機関誌「港湾」 (社)日本港湾協会 月刊 冊 12

59 月刊「地理」 古今書院 月刊 冊 12

60 Interface ＣＱ出版社 月刊 冊 12



別紙

内　　　訳　　　書

規　　　格番号 品　　　名 単位 予定数量

61 トランジスタ技術ＳＰＥＣＩＡＬ ＣＱ出版社 年４回 冊 4

62 ＲＦワールド ＣＱ出版社 年４回 冊 8

63 日経ソフトウエア 日経ＢＰ社 月刊 冊 12

64 Software　Design 技術評論社 月刊 冊 12

65 Ｂ－ｍａｇａ サテマガ・ビー・アイ 月刊 冊 24

66 Ｍｒ．ＰＣ 晋遊舎 月刊 冊 12

以　　下　　余　　白


